
福祉用具貸与 重要事項説明書 

 

 

株式会社ケアネットは、福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与に当たり、本重要事項

説明書を交付して説明を行い、同意を得た上で契約書を取り交わしサービスを提供いた

します。 

また、実際の福祉用具の取扱い方法については、取扱説明書に基づき説明します。 

 

1．事業者の概要 

 （１）事業所の概要   

 

 

（２）当社の概要 

 

 

 

 

 

 

２．運営方針 

 （１）サービスの内容 

   1）「福祉用具貸与」「介護予防福祉用具貸与」は、介護が必要な方に必要な福祉

用具のうち、厚生労働大臣が定めた種目の用具を貸与する介護保険制度上のサ

ービスです。 

   2）事業者は、利用者の心身の状況、希望、置かれている環境等を踏まえた適切

な福祉用具の選定の援助、適合、取付け、調整等を行います。 

 

 

事業所名 株式会社ケアネット 岩手サービスセンター 

所在地 岩手県奥州市水沢花園町一丁目１９番１６号 

連絡先  ０１９７－２２－２９０１ 

介護保険指定番号 指定福祉用具貸与・指定介護予防福祉用具貸与 0371500364 

管理者の氏名 橘山 さおり 

ｻｰﾋﾞｽ提供地域 奥州市、金ヶ崎町、花巻市、北上市、平泉町、一関市 

専門相談員 常勤２名（専従２名） 

営業日 月曜日から金曜日 

【但し、祝日、振替休日の他、年末年始（１２月３０日～１月３日）休業】 

営業時間  午前８時３０分から午後５時２０分まで 

事業者名 株式会社ケアネット 

代表者名 代表取締役社長 佐藤 彰彦 

本社所在地 神奈川県川崎市中原区上小田中 4－1－1 

電話 ０４４－２８１－５４００ 



 

 ３．貸与品目並びに月額費用(利用者負担額)について 

種目 品  名 

単 価 

(月額) 

数 

量 

利用料 

(10割) 

負担額 

(１割) 

ﾚﾝﾀﾙ 

開始日 

       

       

       

 

（１）法定代理受領のある場合は月額単価の１割又は２割，３割が利用者負担額とな

ります。 

（２）利用者負担額は、使用月の翌月の２６日にご指定の金融機関の口座から引き落

としをさせていただきます。金融機関が休業日の場合は翌営業日となります。 

（３）契約日が月の１５日以前の場合は月額の全額を、１６日以降の場合は月額の 

   １/２の料金を請求させていただきます。 

（４）解約日が月の１５日以前の場合は月額の１/２を、１６日以降の場合は月額の全

額の料金を請求させていただきます。 

（５）契約開始と終了が同じ月に行われた場合の利用料は１ケ月分全額となります。 

（６）利用者が本契約期間中、福祉用具を破損又は滅失したとき、その費用を負担し

なければならない場合があります。 

（７）貸与品の搬入・搬出に特別の費用が必要な場合は、利用者負担となります。 

（８）貸与品の搬入・搬出の日時は利用者様との協議の上 取り決めます。 

 

４．中途解約について 

（１）利用者が福祉用具の全部又は一部の利用を中止する場合には、１週間前まで 

連絡いただければ解約できます。 

（２）但し、利用者が入院等、契約を継続することができない特別な事情が生じた 

場合には、通知日をもって解約することができます。 

 

５．各種相談・苦情・事故・緊急時の窓口 

 （１）商品・サービスについての相談や苦情・事故・緊急時等については次の窓口で対応

します。 

担当部署 岩手サービスセンター 電話０１９７－２２－２９０１ 

相談受付時間 午前８時３０分から午後５時２０分まで（平日のみ） 

担当 橘山 さおり 

 
 
 
 



 （２）苦情処理体制 

    相談・苦情は福祉用具専門相談員又は管理者が対応し、責任をもって、問題解決に

あたります。  責任者 ： 橘山 さおり 

 

 

 （３）お客様は当社事業所以外に、市町村や健康保険組合連合会に相談や苦情を伝えるこ

とができます。 

 

岩手県国民健康保険団体連合会       ０１９－６０４－６７００ 

奥州市  長寿社会課           ０１９７－２２－２９０１ 

金ヶ崎町 保健福祉センター        ０１９７－４４－４５６０ 

花巻市  長寿福祉課           ０１９８－２４－２１１１ 

北上市  長寿介護課           ０１９７－６４－２１１１ 

平泉町  保健センター          ０１９１－３１－３２２３ 

一関市  長寿社会課           ０１９１－２１－８３７０ 

 

６．虐待の防止について 

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に 

掲げる必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について 

従業者に周知徹底を図ります。 

（２）虐待防止のための指針を整備しています。 

（３）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（４）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 職名 氏 名 橘山 さおり  

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親 

族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やか 

に、これを市町村に通報します。 

 

７． 業務継続計画の策定等について 

(１) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提 

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

の計画を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２） 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練 

を定期的に実施します。 

（３） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を 

行います。 



８．感染症の予防及びまん延の防止について 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講 

じます。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委 

員会をおおむね6 月に1 回以上開催するとともに、その結果について、従事 

者に周知徹底しています。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備してい 

ます。 

（３） 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定 

期的に実施しています。 

 

９.身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等の

おそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこ

とが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに

留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行っ

た日時、理由及び態様等についての記録を行います。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

① 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体

に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

② 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が

及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③ 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくな

った場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

 

令和   年  月  日 

 

 

       契約に際しての重要事項についての説明を以下の者が担当しました。 
 

         福祉用具専門相談員                   印  

 

 

 

 

 

 



       重要事項説明書について説明を受け、その内容に同意し交付を受けました。 

 

    契約者  住所                         

 

                 氏名                     印  

 

            代理人  住所                         

 

               氏名              印 続柄（   ） 

 

ご家族  住所                         

 

               氏名              印 続柄（   ） 


